
【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

8,700

6,637

0

0 平均人件費

人件費割合(%) 26.7

総コスト計

4,897

9,794

委託料、消耗品 委託料、消耗品

4,897 4,897

地方債

その他

一般財源
9,7944,897

0

0

0

0

1 7 700 21

最終目標値事業開始時 現在値

市民
いとゴンの認知度（％）

イメージソングの認知度（％）
20
20

千円
2

16,309 千円
（うち市予算化分） 款

受益者

平成25年度 ～ 平成27年度（3年間）

事 業 内 容

・いとゴンをイベントや施設などに派遣。市内外の企
業、イベント等に訪問し、PRを行うことでファンやグッズ
を増やす。同時にHP、ブログを活用し、ネット上でも「い
とゴン」と触れ合うことができる体制を継続する。
いとゴンダンスのCD・振り付け及び絵本を活用し、子ど
もへの啓発を図る。
・H25年度に作成したイメージソングのコーラス、楽団用
の楽譜の、団体への普及を図る。

事業期間

進捗状況
・
現状

事業目的

市のイメージキャラクター及びイメージソングを活用し、
市のイメージアップやPRを行い、農林水産物、観光、地
域の活性化につなげる。

事業主体

実施方法

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （１）協働のまちづくりの推進

施　策 　③　市民参画・協働型のまちづくりを推進する

重点プロジェクト 　該当なし

糸島市

いとしまシンボル普及事業事 業 名 担当部課 シティセールス課経済振興部

一部委託

目 細目
予算科目

イメージキャラクターは、平成24年度
に福岡県緊急雇用創出事業を活用
し、いとゴンの派遣、ＨＰ・ブログの制
作を行った。
平成25年度は、平成24年度に整えた
体制をもとに、いとゴンの普及に努め
ている。
イメージソングは、、平成24年度に市
民協働でデザインしたCDを発売し、
記念イベントを２回開催。平成25年度
は、コーラス用と楽団用の楽譜を作成
し、普及に努めている。

地域経済の活性化、市
民の郷土愛の醸成など

項

95
80

（単位：千円）

一般会計

合計

90（推定値）
20（推定値）

平成27年度 平成28年度

会計種類

細々目

16,309

受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

総事業費

補助率、交付
税措置率等

人件費（B）

13,2746,637総コスト（A＋B）

平成26年度

従事職員数(人) 0.2 0.2

1,740 1,740

事業費内訳
（主なもの）

事業費（A）

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

0

0

0

市民

（単位：千円）

合計

13,000 10,000 10,000

0

33,000

10,00013,000 10,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度

千円 予算科目
款

0

現在値

2 1 7

1,000一体感の醸成 ボランティアの参加人数（人） 0

事業主体

進捗状況
・
現状

受益者

事業目的

33,000

目 細目

最終目標値

補助

福岡マラソン糸島協力会(仮称)

平成25年５月　福岡マラソン事務
局設置
平成25年１０月　実行委員会設置

平成26年1月　福岡マラソン糸島
協力会準備委員会設置

企画部 経営企画課事 業 名 福岡マラソン実施事業 担当部課

33,000 千円
細々目

23

福岡市都心部をスタートし、糸島市でフィニッシュする
市民参加型フルマラソンを開催する。
大会に合わせて、糸島市独自にイベントやおもてなし
事業を実施する。

実施時期　平成２６年１１月９日
種　　　目　フルマラソン及び５キロ
定　　　員　フルマラソン　10,000人～
　　　　　　　５キロ　　　　　　2,000人～

事業期間 平成２６年度 ～ 平成２８年度（３年間）

（うち市予算化分）
総事業費

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策

重点プロジェクト 　該当なし

施　策 　③　市民参画・協働型のまちづくりを推進する

（１）協働のまちづくりの推進

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

スポーツの振興と地域の活性化を図り、「福岡・糸島」地
域一帯の魅力を高めることを目的に「福岡マラソン（仮
称）」を開催する。
併せて、大会を盛り上げ、糸島市を積極的にＰＲするた
めに、糸島市独自の事業を展開する。 実施方法

事 業 内 容

事業開始時

会計種類 一般会計

項

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人)

補助金

1

0.3

受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

事業費（A）

0.3

2,610

補助金 補助金

地方債

その他

一般財源

2,610人件費（B） 2,610

根拠法令等

33,000

8,700平均人件費

人件費割合(%)

0.3

15,610 40,83012,610

19.2

総コスト計

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類

12,610

補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B）

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

80

根拠法令等

従事職員数(人) 0.3 0.3

2,610

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

6,219 6,219

3,609 3,609 7,218

0

0

0

0

合計

地域振興課

補助

平成２４年度は、１８団体（5,937千円）
の提案があり、１６団体（3,982千円）
に交付。
平成２５年度は、１６団体（5,819千円）
の提案があり、１２団体（3,281千円）
に交付。
公開プレゼンテーションは、各団体の
情報発信、情報共有の効果があり、
市民活動の促進にもつながった。

（単位：千円）

一般会計

細目 細々目

2 1

事 業 名 市民提案型まちづくり事業

糸島市

実施方法

事業期間 平成 ２２年度 ～ 平成２７年度（６年間）

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （１）協働のまちづくりの推進

事 業 内 容

【事業内容】
ＮＰＯ・ボランティア団体、市民グループ等が自主的に取り組
むもののうち、地域の活性化や地域の課題解決に向けて、市
民の自由な発想を生かした多様で効果的かつ効率的なサー
ビスを提供する市民ニーズを捉えた事業について助成
【補助対象者】
営利活動、政治活動または宗教活動を目的とせず、市内に
事務所を有し活動するもの
【補助金の額】
１事業５０万円以内で予算の範囲内の団体に補助

進捗状況
・
現状

施　策 　③　市民参画・協働型のまちづくりを推進する

　校区まちづくり推進プロジェクト

企画部

会計種類

重点プロジェクト

事業目的

NPOやボランティアの持つ専門性、迅速性を生かして地域の
課題解決を図ることを目的に、市内で活動する団体が独自の
発想を持って提案する事業で、協働のまちづくりと団体の育
成、充実につながるものについて補助する。

事業主体

担当部課

款 項 目
総事業費 20,826 千円

（うち市予算化分）

20,826

54

10 1

現在値 最終目標値

予算科目千円
7

平成26年度

交付団体数（団体）

平成27年度

0

平成28年度

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時
糸島市で活動するＮＰ
Ｏ，ボランティア等の市

民

ＮＰＯ，ボランティア団体
等の育成・充実

7,218

2,610

3,609

人件費（B）

3,609 0

8,700

補助金

事業費（A）

人件費割合(%) 42.0

補助金

総コスト（A＋B） 12,438

平均人件費

0

0 総コスト計

その他

補助率、交付
税措置率等

糸島市市民提案型まちづくり事業補助金交付規程

財源の種類

その他

一般財源

事業費内訳
（主なもの）

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

30,150

補助率、交付
税措置率等

0

15,075 15,075

総コスト計 35,370総コスト（A＋B） 17,685 17,685

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

事業費（A）

財源の種類

0

0

0

0

会計種類

平成27年度 平成28年度 合計

①15
②90

（単位：千円）

各校区運営委員会等

補助

①15
②0

事業目的

進捗状況
・
現状

全校区でまちづくり計画が策定済。
現在、実践活動、施設等整備事業を
実施中。平成２４年度は、実践事業・
１５校区５２事業で23,962千円、施設
等整備事業・１３校区１８事業で
30,145千円を交付。平成２５年度第１
回事業審査会では、１１校区３５事業
の申請があり、24,695千円を交付。
校区支援体制では、平成２５年度９１
人体制で積極的に支援している。

現在値

7 11 1

細目

一般会計平成２２年度 ～ 平成２７年度（６年間）

　⑤　いとしま共創プラン（小学校区を核とした地域主権のまちづくり）を進める

重点プロジェクト 　校区まちづくり推進プロジェクト

校区まちづくり推進事業 地域振興課

施　策

事 業 名 担当部課

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （１）協働のまちづくりの推進

①0
②0

求められる成果（単位） 事業開始時

細々目目
予算科目

最終目標値

款 項

2 1

企画部

総事業費 千円
（うち市予算化分）

197,694

事業主体

実施方法

地域にある課題の解決や地域資源を活用したまちづく
りを行うため、小学校区を単位とする地域コミュニティの
振興を図る。

事業期間

事 業 内 容

長期総合計画の重点プロジェクトである校区まちづくり事業を
推進するために、各校区で計画した事業で、事業の継続性・
発展性があるもの、校区の課題解決につながるもの、魅力あ
る資源や人材を活用するものについて人的・財政的支援を行
う。
①財政的支援
　校区まちづくり推進事業補助
　１校区100万円（補助率90％）
②人的支援
　市職員は、校区のまちづくりをサポートする。

千円

市民 地域コミュニティの強化
①全校区での事業実施（校区）【平成22年度～
平成25年度】
②地域団体等が行う事業数（全校区の事業数）
【平成26年度～平成27年度】

受益者

197,694

受益者の考えている価値

財
源
内
訳

地方債

その他

県支出金

一般財源

国庫支出金

事業費内訳
（主なもの）

平成26年度

30,150

補助金 補助金

0

15,075

人件費割合(%) 14.8

15,075

従事職員数(人) 0.3 0.3 平均人件費 8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0

根拠法令等

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 

84 



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

地域活性化事業債 地方債
地域活性化事業債要綱
起債対象内経費を面積按分（図書館：教育施設＝83：17）太陽光発電工事は除く 90%

一般財源

財
源
内
訳

県支出金

総コスト（A＋B） 413,068 434,356

社会資本整備総合交付金

21,288 0 総コスト計

50%

171,700 177,100

国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱

地方債

その他

0

5,400

最終目標値

―
貸出冊数
476,686

（23年度）

合計

197,078

項 目

4

国庫支出金

平成26年度

細目 細々目

図書館サービス及び教
育関連施設の充実

図書館貸出冊数増（冊）

190,984 6,094

平成27年度

市民

（単位：千円）

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （２）生涯学習機会の充実

生涯学習課

41,684

　該当なし

事 業 内 容

事 業 名 図書館等教育関連施設整備事業 担当部課 教育部

151

施　策 　⑦　図書館サービスを充実させる

重点プロジェクト

一般会計会計種類事業期間 平成25年度 ～ 平成27年度（ 3年間）

事業目的

　九州電力（株）旧前原営業所跡地を活用し、糸島市
図書館及び教育関連施設（教育センター、教育相談
室、適応指導教室）を開設する。

事業主体 糸島市

【平成25年度】
　公有財産購入、実施設計業務委託、建築確認申請
【平成26年度】
　建設工事、外構工事、監理業務委託、各種申請、移動図
　書館図書資料運搬業務委託、備品・消耗品購入
【平成27年度】
　本館既存家具移設工事、本館図書資料運搬業務委託、
　サーバー移設業務委託、消耗品費

進捗状況
・
現状

【平成25年度】公有財産購入、実施
設計、建築確認申請を行う。
【平成26年度】建設工事、外構工事、
監理業務委託、移動図書館図書資
料の移設、備品・消耗品の購入を行
う。
【平成27年度】本館既存家具移設工
事、本館図書資料移設、サーバーの
移設を行う。

実施方法 直営

484,003 千円
（うち市予算化分）

求められる成果（単位）

484,003
千円

受益者 受益者の考えている価値

平成28年度

款

現在値

10
予算科目総事業費

貸出冊数
572,000

（28年度）

事業開始時

13 1

0

1,094 42,778

0

1

事業費（A）
12,588404,368

事業費内訳
（主なもの）

建設工事、外構工事、監理委
託、消耗品・備品購入、移動
図書館図書資料運搬委託、臨
時職員賃金、検査手数料

既存家具移設工事、本館
図書資料運搬委託、サー
バー移設委託、消耗品
費、臨時職員賃金

8,700

416,956

4.0

地方債 90%

1

8,700 8,700

公共等事業債

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

従事職員数(人)

人件費（B）

平均人件費

人件費割合(%)

補助率、交付
税措置率等

教育関連施設分

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

事 業 名

平成28年度

（単位：千円）

教育部 生涯学習課

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

平成26年度

市内の校区公民館は、１校区１館を基本に設置してお
り、今回、波多江公民館の建替えにより旧公民館を解
体し、学校施設用地として整備を図る。

事業主体

旧波多江公民館解体事業 担当部課

0

0

0

事業目的

0

11,23211,232

0 0

政　策 （２）生涯学習機会の充実

施　策 　⑨　公民館施設を充実させる

重点プロジェクト 　該当なし

糸島市

実施方法 直営

11,232 千円
140

細目

10

事 業 内 容

建物解体　一式

事業期間 平成26年度（ 1年間）

進捗状況
・
現状

平成25年度に波多江公民館建築
工事がしゅん工。

26年度に
着工する

総事業費
目項

現在値 最終目標値

一般財源

地方債

細々目

平成27年度 合計

26年度中に
しゅん工させる

会計種類 一般会計

1014 3
千円

求められる成果（単位） 事業開始時

（うち市予算化分）

11,232

受益者

国庫支出金

受益者の考えている価値

波多江校区民

県支出金

公民館の移転後、学校施
設用地として利用される

26年度中にしゅん工（年月日）

財
源
内
訳

事業費内訳
（主なもの）

その他

事業費（A）
11,232

平均人件費 8,700

11,232

工事費

0 0

人件費割合(%) 43.6

従事職員数(人) 1

19,932 総コスト計 19,932

根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類

総コスト（A＋B） 0 0

人件費（B） 8,700

予算科目
款

―

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

国庫補助金 国庫支出金
文化財保存事業費関係補助金交付要綱（国宝重要文化財等保存整
備費補助金）

50%

施　策

事 業 名

政　策

重点プロジェクト

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

国庫支出金
8,000 5,000

10

（単位：千円）

財
源
内
訳

県支出金

地方債

300 200

事業目的

5,000

平成26年度

事業期間

千円 予算科目
款

（５）文化・芸術の創造

　該当なし

　⑯　文化財の保護を進める

細々目

2

項 目

1

伊都国の拠点集落である三雲・井原遺跡をはじめとす
る市内の重要遺跡を保護し、史跡指定、整備活用を行
うため、発掘調査を実施し、その成果を基に調査研究
を行い遺跡の実態を解明する。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

埋蔵文化財発掘調査事業 担当部課 教育部 文化課

昭和５４年度 ～ 平成４１年度（５１年間） 会計種類 一般会計

事 業 内 容

重機により遺跡が存在する深さまで表土を除去し、作業
員を投入し、人力により遺構検出、掘り下げを行う。そ
の後、遺跡の測量、実測、写真撮影を行い、出土品を
取り上げ、埋め戻す。取り上げた出土品は復元室にお
いて、洗浄、ナンバーリング、接合復元作業を行い、必
要に応じて実測、写真撮影を行う。

進捗状況
・
現状

H22年度；三雲ヤリミゾ地区・三雲
南小路地区・井原ヤリミゾ地区・井
田原開古墳・上深江海老の峯遺
跡発掘調査
H２３年度；三雲南小路地区・三雲
屋敷地区・志登松本遺跡発掘調
査、三雲地区測量基準点設置
H24年度；三雲南小路・屋敷地区
発掘調査

総事業費
5

市民、文化財研究
者、歴史愛好者

重要遺跡の実態の解明 重要遺跡の調査報告書（冊） 0

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時

細目
801,496 千円

（うち市予算化分）

801,496

7

10 4

現在値 最終目標値

0

平成27年度 平成28年度 合計

18,000

200 700

0
その他

36,000

7,700 4,800 4,800 17,300

16,000 10,000 10,000
事業費（A）

一般財源

賃金
委託料
使用料および賃借料

従事職員数(人) 0.5 0.5 0.5 平均人件費 8,700

事業費内訳
（主なもの）

賃金
委託料
使用料および賃借料

賃金
委託料
使用料および賃借料

人件費割合(%) 22.1

総コスト（A＋B） 20,350 14,350 14,350 総コスト計 49,050

人件費（B）

補助率、交付
税措置率等

4,350 4,350

県費補助金 県支出金
福岡県文化財保護事業補助金交付要綱（福岡県文化財保護事業補
助金）

4,350

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

15%（限度額300千円）

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

不動産購入費　　　　　　鑑定費用　　　　　　　　　移転補償費

国庫補助金 国庫支出金
文化財保存事業費関係補助金交付要綱
　（史跡購入費補助金）

80%

4,9731,182

0

36,728 39,677 115,88939,484

地方債

一般財源

その他

合計

財
源
内
訳

国庫支出金

平成27年度 平成28年度

289,591.77

（単位：千円）

平成26年度

受益者

　⑯　文化財の保護を進める

　該当なし

事 業 名 史跡等公有化事業 担当部課

受益者の考えている価値

政　策

従事職員数(人)

事業費内訳
（主なもの）

不動産購入費
鑑定費用
移転補償費

不動産購入費
鑑定費用

重点プロジェクト

教育部 文化課

事業目的

市民の財産であり文化資源である国指定史跡を将来的
に史跡公園として整備するために指定地内の民有地を
公有化する。

事業主体

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

（５）文化・芸術の創造

施　策

事 業 内 容

史跡指定地内の民有地の土地買上げ。不動産の鑑定
評価額をもとに土地及び建物補償費を算出し、地権者
と用地買収交渉を行い、正常価格内で土地を買上げを
行う。
公有化の進展にあわせ、史跡整備の実施計画・設計を
行い、将来的に史跡公園として整備する。

進捗状況
・
現状

糸島市

実施方法

事業期間 平成１９年度 ～ 平成３３年度（15年間） 会計種類

H22年度 新町支石墓群用地買上
H23年度 新町支石墓群用地買
上、曽根遺跡群用地買上
H24年度 新町支石墓群用地買
上、曽根遺跡群用地買上、怡土
城跡用地買上

直営

一般会計

最終目標値

総事業費 606,539 千円
（うち市予算化分） 項 目款

606,539
千円 予算科目

事業開始時

1,920 1,871

現在値

265,005.34

求められる成果（単位）

細々目

10 5 24 2

細目

144,862

0

49,355

市民、文化財研究
者、歴史愛好者

国指定史跡が史跡が保
存されること

史跡の公有化面積（㎡） 245,591.77

県支出金

8,000 8,000

0.2 平均人件費

24,000

事業費（A）
45,910 49,597

8,000

51,095

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 1,740 人件費割合(%) 2.8

0.2 0.2

総コスト計 150,082

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 47,650 51,337

県費補助金 県支出金
福岡県文化財保護事業補助金交付要綱
　（福岡県文化財保護事業補助金）

8%（限度額1,200千円）

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

2,500 2,500 2,500

(17,665)

435 435 435

(17,665)

一般財源

0

0
(5,000) (5,000) (5,000) (15,000)

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

予算科目
款 細目 細々目

700

（単位：千円）

修理完了

政　策 （５）文化・芸術の創造

　⑯　文化財の保護を進める

　該当なし重点プロジェクト

施　策

事業期間

事業開始時 現在値

事 業 名

10

目

最終目標値

文化課高祖神社社殿修理事業 担当部課

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

教育部

事業目的

福岡県指定有形文化財「高祖神社本殿」の修理事業を
実施し、文化財の保存を図る。 事業主体 高祖神社

実施方法 補助

進捗状況
・
現状

高祖神社社殿は平成24年3月に
福岡県指定有形文化財に指定さ
れたが、屋根等の傷みが激しく修
理が必要である。このため高祖神
社が事業主体となって県費補助
を受けて修理事業が実施される。
平成25年度：防災設備工事、修
理工事設計

4

平成２５年度 ～ 平成２８年度（４年間） 会計種類 一般会計

項

5
千円

93

事 業 内 容

千円
（うち市予算化分）

9,256
総事業費 83,255

高祖神社が実施する社殿修理事業に補助を行う。
県費補助　　５０％ (補助対象限度額１０，０００千円)
市費補助　　２５％ (補助対象限度額 県費補助対象額
に同じ)糸島市文化財保護事業等補助金交付規程

平成28年度

未実施

合計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位）

7,500

(52,995)

市民
高祖神社本殿が保存され

る
修理事業の実施 未実施

平成26年度 平成27年度

(67,995)

0

補助金

7,500

0
(17,665)

事業費（A）
(22,665) (22,665) (22,665)

2,500 2,500 2,500

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金

従事職員数(人) 0.05 0.05

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

総コスト計

平均人件費 8,7000.05

人件費割合(%) 14.8人件費（B）

福岡県文化財保護事業補助
金

県支出金
福岡県文化財保護事業補助金交付要綱　（福岡県文化財保護事業
補助金）

50% (限度額
10,000千円)

補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 2,935 2,935 2,935 8,805

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

県支出金

平成27年度

0

0財
源
内
訳

国庫支出金

その他

地方債

合計平成28年度

施設利用者

（単位：千円）

施設利用環境の向上 館内冷温水配管更新工事 (％) 0 78

受益者 受益者の考えている価値

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

千円 予算科目
款 項

　⑰　文化施設を整備する

教育部

重点プロジェクト 　該当なし

政　策 （５）文化・芸術の創造

施　策

文化課

事業目的

伊都国歴史博物館北側棟(旧館)は、昭和62年に開館した施
設であり、建設後、26年が経過し、施設の老朽化が進んでい
る。特に冷暖房空調はその効果を発揮していない状況である
ため、全面的な改修工事を実施する。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事 業 名 伊都国歴史博物館改修工事 担当部課

進捗状況
・
現状

平成24年度の熱源機の更新によ
り、冷暖房の効果が向上している
が、十分ではない。(冷房では28
度、暖房では14度程度。)

事業期間 平成 24年度 ～ 平成26年度（3年間） 会計種類 一般会計

総事業費 41,669 千円
（うち市予算化分）

事 業 内 容

全面改修
設計監理
熱源機器更新工事
館内空調機器更新工事
館内冷温水配管更新工事

最終目標値

細々目

41,669 10 4 7

目 細目

0

求められる成果（単位） 事業開始時

0

100

現在地

平成26年度

8,413 8,413
一般財源

事業費（A）

8,700

8,700

工事費

8,413 0 8,413

0 0 総コスト計 16,880

平均人件費

0 0

事業費内訳
（主なもの）

人件費割合(%) 51.5

総コスト（A＋B） 16,880

人件費（B）

従事職員数(人) 1

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

政　策 （５）文化・芸術の創造

実施方法

事 業 名 伊都文化会館改修工事 担当部課

施　策

事業主体 糸島市

教育部

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

事業期間 平成９年度 ～ 平成30年度（２２年間）

　⑰　文化施設を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

一般会計

文化課

事業目的

文化・芸術の活動及び発表の場の拠点である。伊都文化会
館は、竣工より27年が経過しており、各所に劣化がみられる。
会場の運営に支障をきたさないように事前に改修を行い、市
民に良好で安全な施設を提供する。

千円 予算科目

直営

事 業 内 容

多くの設備が修繕周期を過ぎ、部分修繕で対応してい
るが、不具合が出ているものや、経年劣化が激しいもの
を計画的に改修を行う。
主なものとして舞台設備の更新（床張替え、照明設備
の更新）空調設備の更新（研修棟、ホール棟）、外壁の
改修、内装の改修を行う。

進捗状況
・
現状

平成25年度　受電設備更新 他
平成24年度　研修棟空調熱源改修
平成23年度　諸幕・ワイヤーロープ取
替
平成22年度　緞帳落下防止金具取
付補強
平成21年度　調光卓改修、屋上防水
工事
平成20年度　移動観覧席修繕等

細々目
総事業費 281,845 千円

8

1

会計種類

11

（うち市予算化分）

281,845 10

25大規模改修実施数(箇所）

3

款 目 細目項

事業開始時

4

現在地 最終目標値受益者の考えている価値

市民
市民の文化活動を支えるこ
とができる文化施設の維持

受益者 求められる成果（単位）

2,840

平成26年度 平成27年度

69,041

5

（単位：千円）

平成28年度 合計

69,041 140,922

県支出金

地方債
0

0

2,841 69,041 69,041 140,923

0

一般財源

財
源
内
訳

国庫支出金

その他

事業費（A）
5,681

詳細設計 工事費 工事費
事業費内訳
（主なもの）

138,082 138,082 281,845

人件費割合(%) 12.2

平均人件費 8,700

人件費（B） 8,700 8,700 8,700

従事職員数(人) 1 1 1

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

総コスト計

補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 14,381 146,782 146,782 307,945

社会資本整備総合交付金
（リノベーション事業）

国庫支出金 社会資本整備総合交付金要綱 50%

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容】

【事業費について】

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （６）九州大学との交流の推進

施　策 　⑳　大学生、留学生、研究者への情報提供、生活環境整備、交流促進を図る

重点プロジェクト 　九州大学を生かした地域づくりプロジェクト

学研都市づくり課

事業目的

市民が主体的に行う九州大学との連携交流及び学生が地域
で生きいきと活動する事業に対し補助金を交付し、九州大学
との交流機会の増大を図り、相互理解を深める。

事業主体 市民

実施方法

事 業 名 九州大学連携交流事業 担当部課 経済振興部

事 業 内 容

九州大学と地域の交流を目的とした事業に対して補助金を
交付
【市が指定する事業】
・ウェルカムワールド事業（留学生等との交流など）
・次世代育成支援事業（糸島を担う人材の育成など）
【市民団体提案事業】
・九大と連携する先進的な取組、地域の要望など
【学生団体提案事業】
・学生団体が提案する市民との連携による先進的な取組など

進捗状況
・
現状

平成22年度5事業
（ウエルカム１、次世代2、提案2）
平成23年度11事業
（ウエルカム3、次世代5、提案３）
平成24年度15事業
（ウエルカム4、次世代8、提案3）
平成25年度（1月末現在）13事業
（ウエルカム3、次世代6、市民2、学2）

補助

（うち市予算化分）

6,199 2
千円 予算科目

事業期間 平成２２年度 ～ 平成２７年度（６年間） 会計種類 一般会計

細々目

8 1

款 目 細目項

事業開始時受益者の考えている価値

市民
九州大学との交流機会の

増

受益者 求められる成果（単位）

延べ40事業

1 7
総事業費 6,199 千円

延べ70事業

現在値 最終目標値

補助事業数（事業）

平成26年度 平成27年度

延べ5事業

（単位：千円）

平成28年度 合計

0

県支出金

地方債
0

0

1,550 1,550 3,100

0

一般財源

財
源
内
訳

国庫支出金

その他

事業費（A）
1,550

補助金 補助金
事業費内訳
（主なもの）

1,550 0 3,100

人件費割合(%) 69.2

平均人件費 8,700

人件費（B） 3,480 3,480 0

従事職員数(人) 0.4 0.4

総コスト計

補助率、交付
税措置率等

総コスト（A＋B） 5,030 5,030 0 10,060

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等

市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 市民ニーズ 緊急性 行政関与 必要性 費用対 
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